
道路交通法  
 

（目的） 

第１条 この法律は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、及び道路の

交通に起因する障害の防止に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

三の三 自転車道 自転車の通行の用に供するため縁石線又はさくその他これに類する工作物

によつて区画された車道の部分をいう。 

四の二 自転車横断帯 道路標識等により自転車の横断の用に供するための場所であることが

示されている道路の部分をいう。 

八 車両 自動車、原動機付自転車、軽車両及びトロリーバスをいう。 

十一 軽車両 自転車、荷車その他人若しくは動物の力により、又は他の車両に牽引され、か

つ、レールによらないで運転する車（そり及び牛馬を含む。）であつて、身体障害者用の車

いす、歩行補助車等及び小児用の車以外のものをいう。 

十一の二 自転車 ペダル又はハンド・クランクを用い、かつ、人の力により運転する二輪以

上の車（レールにより運転する車を除く。）であつて、身体障害者用の車いす、歩行補助車

等及び小児用の車以外のもの（人の力を補うため原動機を用いるものであつて、内閣府令で

定める基準に該当するものを含む。）をいう。 

 

（信号機の信号等に従う義務） 

第７条 道路を通行する歩行者又は車両等は、信号機の表示する信号又は警察官等の手信号等

（前条第１項後段の場合においては、当該手信号等）に従わなければならない。 

（罰則 第１１９条第１項第１号の２、同条第２項、第１２１条第１項第１号）  

 

（通行区分） 

第１０条 

３ 前項の規定により歩道を通行する歩行者は、第６３条の４第２項に規定する普通自転車通行

指定部分があるときは、当該普通自転車通行指定部分をできるだけ避けて通行するように努め

なければならない。 

 

（通行区分） 

第１７条 車両は、歩道又は路側帯（以下この条において「歩道等」という。）と車道の区別の

ある道路においては、車道を通行しなければならない。ただし、道路外の施設又は場所に出入

するためやむを得ない場合において歩道等を横断するとき、又は第４７条第３項若しくは第４

８条の規定により歩道等で停車し、若しくは駐車するため必要な限度において歩道等を通行す

るときは、この限りでない。 

４ 車両は、道路（歩道等と車道の区別のある道路においては、車道。以下第９節の２までにお

いて同じ。）の中央（軌道が道路の側端に寄つて設けられている場合においては当該道路の軌

道敷を除いた部分の中央とし、道路標識等による中央線が設けられているときはその中央線の

設けられた道路の部分を中央とする。以下同じ。）から左の部分（以下「左側部分」とい

う。）を通行しなければならない。 

（罰則 第１１９条第１項の第２号の２）  

 

（軽車両の並進の禁止） 

第１９条 軽車両は、軽車両が並進することとなる場合においては、他の軽車両と並進してはな

らない。 

（罰則 第１２１条第１項第５号） 



 

（指定場所における一時停止） 

第４３条 車両等は、交通整理が行なわれていない交差点又はその手前の直近において、道路標

識等により一時停止すべきことが指定されているときは、道路標識等による停止線の直前（道

路標識等による停止線が設けられていない場合にあつては、交差点の直前）で一時停止しなけ

ればならない。この場合において、当該車両等は、第３６条第２項の規定に該当する場合のほ

か、交差道路を通行する車両等の進行妨害をしてはならない。 

（罰則 第１１９条第１項第２号、同条第２項） 

 

（車両等の灯火） 

第５２条 車両等は、夜間（日没時から日出時までの時間をいう。以下この条及び第６３条の９

第２項において同じ。）、道路にあるときは、政令で定めるところにより、前照灯、車幅灯、

尾灯その他の灯火をつけなければならない。政令で定める場合においては、夜間以外の時間に

あつても、同様とする。 

（罰則 第１項については第１２０条第１項第５号、同条第２項 ） 
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（夜間以外の時間で灯火をつけなければならない場合） 

第１９条 法第５２条第１項後段の政令で定める場合は、トンネルの中、濃霧がかかつてい

る場所その他の場所で、視界が高速自動車国道及び自動車専用道路においては２００メー

トル、その他の道路においては５０メートル以下であるような暗い場所を通行する場合及

び当該場所に停車し、又は駐車している場合とする。 

 

（乗車又は積載の制限等） 

第５７条  

２ 公安委員会は、道路における危険を防止し、その他交通の安全を図るため必要があると認め

るときは、軽車両の乗車人員又は積載重量等の制限について定めることができる。 
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（公安委員会が定める車両の乗車又は積載の制限等） 

第１１条 略 

２ 法第５７条第２項の規定による軽車両の乗車人員又は積載物の重量、大きさ若しくは積

載の方法の制限は、次の各号に定めるところによる。 

 （１）乗車人員は、二輪又は三輪の自転車（以下「自転車」という。）にあっては運転者

以外の者を、自転車以外の軽車両にあってはその乗車装置に応じた人員を超える人員を

乗車させてはならない。ただし、自転車に乗車する場合において、次のいずれかに該当

する場合は、この限りでない。 

ア １６歳以上の運転者が、幼児（6歳未満の者をいう。以下同じ。）１人を幼児用座席

に乗車させる場合 

イ １６歳以上の運転者が、幼児2人を幼児2人同乗用自転車（運転者のための乗車装置

及び２の幼児用座席を設けるために必要な特別の構造又は装置を有する自転車をい

う。）の幼児用座席に乗車させる場合 

ウ １６歳以上の運転者が、４歳未満の者１人をひも等を使用して確実に背負っている

場合（イに該当する場合を除く。） 

エ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の１４第２項に規定する自転車専用

道路において、その乗車装置に応じた人員を乗車させる場合 

オ 道路使用許可を得て行う自転車競技等のイベントに参加中のタンデム車（２人乗り

用としての構造を有し、かつ、ペダル装置が縦列に設けられた自転車をいう。）に運

転者以外の者１人を乗車させる場合 

カ 他人の需要に応じ、有償で、自転車を使用して旅客を運送する事業の業務に関し、

当該業務に従事する者が、１人又は２人の者をその乗車装置に応じて乗車させる場合 

 



（自転車道の通行区分） 

第６３条の３ 車体の大きさ及び構造が内閣府令で定める基準に適合する二輪又は三輪の自転車

で、他の車両を牽引していないもの（以下この節において「普通自転車」という。）は、自転

車道が設けられている道路においては、自転車道以外の車道を横断する場合及び道路の状況そ

の他の事情によりやむを得ない場合を除き、自転車道を通行しなければならない。 

（罰則 第１２１条第１項第５号）  

 

（普通自転車の歩道通行） 

第６３条の４ 普通自転車は、次に掲げるときは、第１７条第１項の規定にかかわらず、歩道を

通行することができる。ただし、警察官等が歩行者の安全を確保するため必要があると認めて

当該歩道を通行してはならない旨を指示したときは、この限りでない。 

一 道路標識等により普通自転車が当該歩道を通行することができることとされているとき。 

二 当該普通自転車の運転者が、児童、幼児その他の普通自転車により車道を通行することが

危険であると認められるものとして政令で定める者であるとき。 
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（普通自転車により歩道を通行することができる者） 

第２６条 法第６３条の４第１項第２号の政令で定める者は、次に掲げるとおりとする。 

一 児童及び幼児 

二 ７０歳以上の者 

三 普通自転車により安全に車道を通行することに支障を生ずる程度の身体の障害として

内閣府令で定めるものを有する者 

三 前２号に掲げるもののほか、車道又は交通の状況に照らして当該普通自転車の通行の安全

を確保するため当該普通自転車が歩道を通行することがやむを得ないと認められるとき。 

２ 前項の場合において、普通自転車は、当該歩道の中央から車道寄りの部分（道路標識等によ

り普通自転車が通行すべき部分として指定された部分（以下この項において「普通自転車通行

指定部分」という。）があるときは、当該普通自転車通行指定部分）を徐行しなければなら

ず、また、普通自転車の進行が歩行者の通行を妨げることとなるときは、一時停止しなければ

ならない。ただし、普通自転車通行指定部分については、当該普通自転車通行指定部分を通行

し、又は通行しようとする歩行者がないときは、歩道の状況に応じた安全な速度と方法で進行

することができる。 

（罰則 第２項について第１２１条第１項第５号）  

 

（普通自転車の並進） 

第６３条の５ 普通自転車は、道路標識等により並進することができることとされている道路に

おいては、第１９条の規定にかかわらず、他の普通自転車と並進することができる。ただし、

普通自転車が３台以上並進することとなる場合においては、この限りでない。 

 

（自転車の横断の方法） 

第６３条の６ 自転車は、道路を横断しようとするときは、自転車横断帯がある場所の付近にお

いては、その自転車横断帯によつて道路を横断しなければならない。 

 

（交差点における自転車の通行方法） 

第６３条の７ 自転車は、前条に規定するもののほか、交差点を通行しようとする場合におい

て、当該交差点又はその付近に自転車横断帯があるときは、第１７条第４項、第３４条第１項

及び第３項並びに第３５条の２の規定にかかわらず、当該自転車横断帯を進行しなければなら

ない。 

２ 普通自転車は、交差点又はその手前の直近において、当該交差点への進入の禁止を表示する

道路標示があるときは、当該道路標示を越えて当該交差点に入つてはならない。 

 

 



（自転車の通行方法の指示） 

第６３条の８ 警察官等は、第６３条の６若しくは前条第１項の規定に違反して通行している自

転車の運転者に対し、これらの規定に定める通行方法により当該自転車を通行させ、又は同条

第２項の規定に違反して通行している普通自転車の運転者に対し、当該普通自転車を歩道によ

り通行させるべきことを指示することができる。 

（罰則 第１２１条第１項第４号）  

 

（自転車の制動装置等） 

第６３条の９ 自転車の運転者は、内閣府令で定める基準に適合する制動装置を備えていないた

め交通の危険を生じさせるおそれがある自転車を運転してはならない。 

２ 自転車の運転者は、夜間（第５２条第１項後段の場合を含む。）、内閣府令で定める基準に

適合する反射器材を備えていない自転車を運転してはならない。ただし、第５２条第１項前段

の規定により尾灯をつけている場合は、この限りでない。 

（罰則 第１項について第１２０条第１項第８号の２、同条第２項）  

 

（自転車の検査等） 

第６３条の１０ 警察官は、前条第１項の内閣府令で定める基準に適合する制動装置を備えてい

ないため交通の危険を生じさせるおそれがある自転車と認められる自転車が運転されていると

きは、当該自転車を停止させ、及び当該自転車の制動装置について検査をすることができる。 

２ 前項の場合において、警察官は、当該自転車の運転者に対し、道路における危険を防止し、

その他交通の安全を図るため必要な応急の措置をとることを命じ、また、応急の措置によつて

は必要な整備をすることができないと認められる自転車については、当該自転車の運転を継続

してはならない旨を命ずることができる。 

（罰則 第１項について第１２０条第１項第８号の３ 第２項について第１２０条第１項

第８号の４）  

 

（児童又は幼児を保護する責任のある者の遵守事項） 

第６３条の１１ 児童又は幼児を保護する責任のある者は、児童又は幼児を自転車に乗車させる

ときは、当該児童又は幼児に乗車用ヘルメットをかぶらせるよう努めなければならない。 

 

（酒気帯び運転等の禁止） 

第６５条 何人も、酒気を帯びて車両等を運転してはならない。 

（罰則 第１項については第１１７条の２第１号、第１１７条の２の２第３号） 

 

（運転者の遵守事項） 

第７１条 車両等の運転者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

六 前各号に掲げるもののほか、道路又は交通の状況により、公安委員会が道路における危険

を防止し、その他交通の安全を図るため必要と認めて定めた事項 

（罰則 第６号については第１２０条第１項第９号） 
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（運転者の遵守事項） 

第１４条 法第７１条第６号の規定により、車両の運転者は、車両を運転するときは、次の

各号に掲げる事項を守らなければならない。   

（３）傘をさし、携帯電話で通話又は操作をし、物を持ち又はハンドルに掛けるなど視野

を妨げ、又は安定を失うおそれのある方法で自転車を運転しないこと。 

（１１）高音量でカーラジオ、カーステレオ等を聞き、ヘッドホン又はイヤホンを使用し

て音楽を聞くなど、安全な運転に必要な交通に関する音又は声が聞こえないような状

態で車両を運転しないこと。ただし、公共目的を遂行する者が当該目的のための指令

を受信する場合にヘッドホン又はイヤホンを使用するときは、この限りでない。 

 



（講習） 

第１０８条の２ 公安委員会は、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる講習を行うものと

する。 

十四 自転車の運転による交通の危険を防止するための講習 

 

（自転車運転者講習の受講命令） 

第１０８条の３の４ 公安委員会は、自転車の運転に関しこの法律若しくはこの法律に基づく命

令の規定又はこの法律の規定に基づく処分に違反する行為であつて道路における交通の危険を

生じさせるおそれのあるものとして政令で定めるもの（次条において「危険行為」という。）

を反復してした者が、更に自転車を運転することが道路における交通の危険を生じさせるおそ

れがあると認めるときは、内閣府令で定めるところにより、その者に対し、３月を超えない範

囲内で期間を定めて、当該期間内に行われる第１０８条の２第１項第１４号に掲げる講習（次

条において「自転車運転者講習」という。）を受けるべき旨を命ずることができる。 

（罰則 第１２０条第１項第１７号）  

 

（自転車運転者講習の受講命令等の報告） 

第１０８条の３の５ 公安委員会は、前条の規定による命令をしたとき又は自転車の運転者が危

険行為をしたとき若しくは自転車運転者講習を受けたときは、内閣府令で定める事項を国家公

安委員会に報告しなければならない。この場合において、国家公安委員会は、自転車運転者講

習に関する事務の適正を図るため、当該報告に係る事項を各公安委員会に通報するものとす

る。 

 

（民間の組織活動等の促進を図るための措置） 

第１０８条の２６ 公安委員会は、道路における交通の安全と円滑に資するための次に掲げる活

動で民間の自主的な組織活動として行われるものの促進を図るため、関係する機関及び団体の

活動との調和及び連携を図りつつ、情報の提供、助言、指導その他必要な措置を講ずるものと

する。 

四 道路における適正な車両の駐車又は道路の使用についての啓発活動、自転車の適正な通行

についての啓発活動その他道路における交通の安全と円滑に資するための啓発活動 

 

（地域交通安全活動推進委員） 

第１０８条の２９ 公安委員会は、地域における交通の状況について知識を有する者であつて次

に掲げる要件を満たしているもののうちから、地域交通安全活動推進委員を委嘱することがで

きる。 

２ 地域交通安全活動推進委員は、次に掲げる活動を行う。 

四 自転車の適正な通行の方法について住民の理解を深めるための運動の推進 

 

（交通巡視員） 

第１１４条の４ 都道府県警察に、歩行者又は自転車の通行の安全の確保、停車又は駐車の規制

の励行及び道路における交通の安全と円滑に係るその他の指導に関する事務を行わせるため、

交通巡視員を置く。 

 


